
（単位：千円）

科　　　目　　　名 予算額 前年度予算額 増　減

Ⅰ　一般正味財産増減の部

　１．経常増減の部

　　　 (1)　経常収益

　　　　　　基本財産運用益 1 1

　　　　　　　基本財産受取利息 1 1

　　　　　　特定資産運用益 933 933

　　　　　　　特定資産受取利息 933 933

　　　　　　事業収益 51,168 56,145 △ 4,977

　　　　　　　書籍販売等事業収益 51,168 56,145 △ 4,977

　　　　　　受取補助金等 51,000 52,000 △ 1,000

　　　　　　　受取助成金 34,000 34,000

　　　　　　　　調査研究事業助成金収益 34,000 34,000

　　　　　　　受託収益 17,000 18,000 △ 1,000

　　　　　　雑収益 3,611 3,611

　　　　　　　受取利息 1 1

　　　　　　　雑収益 3,610 3,610

　　　　　　経常収益計 106,713 112,690 △ 5,977

　　　(2)　経常費用

           事業費 118,868 130,249 △ 11,381

　　　　　　役員報酬 8,136 8,243 △ 107

　　　　　　給料手当 30,979 35,742 △ 4,763

　　　　　　臨時雇賃金 8,565 7,712 853

　　　　　　退職給付費用 1,120 2,670 △ 1,550

　　　　　　福利厚生費 6,804 7,808 △ 1,004

　　　　　　会議費 1,047 1,011 36

　　　　　　旅費交通費 8,578 8,221 357

　　　　　　通信運搬費 2,721 2,821 △ 100

　　　　　　減価償却費 401 573 △ 172

　　　　　　書籍等購入費 26,701 30,290 △ 3,589

　　　　　　消耗品費 527 527

　　　　　　印刷製本費 8,859 9,580 △ 721

　　　　　　光熱水料費 381 381

　　　　　　賃借料 4,023 4,168 △ 145

　　　　　　諸謝金 5,640 5,580 60

　　　　　　租税公課 1,755 1,835 △ 80

　　　　　　委託費 951 △ 951

　　　　　　雑費 2,631 2,136 495

           管理費 3,826 3,911 △ 85

　　　　　　役員報酬 699 703 △ 4

　　　　　　給料手当 881 923 △ 42

　　　　　　退職給付費用 14 30 △ 16

　　　　　　福利厚生費 161 174 △ 13

　　　　　　会議費 566 566

　　　　　　旅費交通費 93 93

　　　　　　通信運搬費 12 12
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科　　　目　　　名 予算額 前年度予算額 増　減

　　　　　　消耗品費 11 11

　　　　　　光熱水料費 8 8

　　　　　　賃借料 82 82

　　　　　　保険料 11 13 △ 2

　　　　　　租税公課 139 130 9

　　　　　　委託費 14 △ 14

　　　　　　雑費 1,149 1,152 △ 3

　　　　　　経常費用計 122,694 134,160 △ 11,466

　　　　　　当期経常増減額 △ 15,981 △ 21,470 5,489

　2．経常外増減の部

　　(1)　経常外収益

　　　　　 経常外収益計

　　(2)　経常外費用

             経常外費用計

             当期経常外増減額

             税引前当期一般正味財産増減額 △ 15,981 △ 21,470 5,489

             法人税、住民税及び事業税              1,173 1,118 55

             当期一般正味財産増減額 △ 17,154 △ 22,588 5,434

             一般正味財産期首残高 337,229 359,817 △ 22,588

             一般正味財産期末残高 320,075 337,229 △ 17,154

Ⅱ　指定正味財産増減の部

Ⅲ　正味財産期末残高 320,075 337,229 △ 17,154

（注1）　借入金限度額 50,000千円

　（1）　資金調達の見込みについて

　　　　　当該年度中における資金調達（資金の借り入れ）の予定はなし。

　（2）　設備投資の見込みについて

事　業 設備投資の内容 支出予定額（千円） 資金調達方法

書籍販売等事業 パソコン3式 600 自己資金

（注2）　資金調達及び設備投資の見込みについて

2


